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２）保健指導の実施者 

保健指導は、医師、保健師、管理栄養士が中心となって担うこととするが、

効果的な保健指導を行うためには、保健指導のための一定の研修を修了した

者が行うことが望ましい。なお、医師に関しては、保健指導のための一定の

研修を修了し、認定資格を有する者（日本医師会認定健康スポーツ医など）

がおり、これらのものを活用することが望ましい。 

「動機づけ支援」、「積極的支援」のプログラムの中で行われる食生活・運

動に関する指導は、食生活・運動の専門的知識を有する者が行うことが適当

である。また、それらの支援においては、グループワークをあわせて用いる

ことは効果的であり、その場合は、地域内の種々の関係者の協力を得て実施

する。 

 

※ このような考え方を踏まえつつも、これまで医療保険者により行われてき

た保健事業の実施体制等の現状を踏まえ、期限を定めた経過措置を設けるか

どうか等について、今後、更に検討が必要（例えば、看護師の位置づけなど）。 

保健指導をいう。 

「積極的支援」とは、 

① 対象者が自らの健康状態を自覚し、生活習慣の改善のための自主的な取 

組を継続的に行うことができるようになることを目的として、 

② 医師、保健師又は管理栄養士の面接・指導のもとに行動計画を策定し、 

③ 医師、保健師、管理栄養士又は栄養指導若しくは運動指導に関する専門的

知識及び技術を有すると認められる者が 

④ 生活習慣の改善のための、対象者による主体的な取組に資する適切な働き

かけを相当な期間継続して行うとともに、 

⑤ 計画の策定を指導した者が、計画の進捗状況評価と計画の実績評価を行う

保健指導をいう。 

 

「積極的支援」の実施に関しては、対象者の保健指導の必要性に応じてさま

ざまな手段や内容を組み合わせながら支援プログラムを展開し、多職種・他機

関が支援を行う場合には、適宜、保健指導実施者間で関係者会議を開催し、対

象者の課題や目標を共有して支援を行う必要がある。 

また、支援プログラムの提供に際しては、既存の保健事業との組み合わせや

社会資源の活用、地域又は職域で行われている健康づくりのためのポピュレー

ションアプローチとも関連づけていくことが重要である。 

なお、支援プログラムは毎年同じ内容を繰り返すことなく、3 年から 5 年

を目安として、常に改善に努めることが必要である。 

 

３）保健指導の実施者 

保健指導は、医師、保健師、管理栄養士が中心となって担うこととする。 

「動機づけ支援」や「積極的支援」において、①初回の面接、②対象者の行

動目標・支援計画の作成、③保健指導の評価に関する業務を行う者は、医師、

保健師、管理栄養士であること。ただし法施行後５年間に限り、一定の保健指

導の実務経験のある看護師も行うことができる。 

「動機づけ支援」、「積極的支援」のプログラムのうち、食生活・運動に関す

る対象者の支援計画に基づく実践的指導は、医師、保健師、管理栄養士、その

他食生活、運動指導に関する専門的知識及び技術を有する者（健康・体力づく

り事業財団が認定する健康運動指導士や事業場における労働者の健康保持増

進のための指針に基づく運動指導、産業栄養指導、産業保健指導担当者等）が

実施する。また、それらの実践的指導においては、グループ支援をあわせて用

いることが効果的であり、その場合は、地域内の種々の関係者の協力を得るこ

とが重要である。 

保健指導において、禁煙指導を提供する場合には、禁煙指導には、禁煙補助

剤の活用が有効であることから医師、薬剤師と連携するなど、保健指導の内容

や対象者の心身などを考慮し、他職種との連携を図ることが望ましい。 

なお、医師に関しては、保健指導のための一定の研修を修了し、認定資格を

有する者（日本医師会認定健康スポーツ医等）を活用することが望ましい。 
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